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はじめに 

 本稿の目的は、1990年代以降に顕著に現れるよ

うになってきた現代地域政策の展開過程とその特

質を明らかにすることを通じて、現代的地方自治

の確立にむけた諸条件とその際の地域社会研究の

論点を示すことにある1。地方分権と政策主体の多

様化によって特質づけられる現代地域政策は、財

界主導の新自由主義的改革の一環として展開され

ており、住民自治の視点が欠落している点などに

多くの批判がなされてきた。その指摘は重要であ

るが、一方で新自由主義的な構造改革の負の部分

を批判するだけでは片手落ちであり、新自由主義

的改革が必然とされた要因を、その歴史的・社会

構造的側面に着目しながら考察していくことに

よって、説得力ある今後の展望を示すことが可能

となるだろう。そこで本稿では、現代地域政策の

特質を歴史的・理論的に把握するために、近代国

家成立以後の統治機構と社会システムの特質と変

遷について、経済、政治・行政、社会諸領域の連

接過程を踏まえた総合的な把握を行っていきたい。

加えて、その時々の特定地域社会を総体として捉

える地域社会研究の豊富な研究蓄積と分析視角を

継承しながら、かつ行政学や政治学、財政学など

関連諸科学の成果を取り込み、本稿の文脈の中に

埋め込みながら議論を展開していきたい。このこ

とは、冷戦・55年体制・経済の安定的成長に規定

された戦後日本社会の統合様式としての＜開発主

義＞段階と2、それらの解体による新自由主義段階

へと変動する社会構造の特質を視野に収めながら

地域社会形成の内奥に迫っていくという筆者の研

究課題を展開していくにあたってのいわば準備作

業と位置づけられるものである3。 

ここで確認しておきたいのは、日本資本主義の

展開にもとづいた地域政策・開発政策が地域社会

形成を規定しつつも、そうした地域政策・開発政

策と大衆政治化・地域自治が単に相克するもので

はなく、相補関係を保ちながら、場合によっては、

国家による統治機構の強化を前提としながら、地

域自治の形成が内実化していったという点である。

本稿では、こうした視点で近代国家成立以降の地

域政策の展開と地域社会の再編過程をめぐる日本

的特質を明らかにすると同時に、全体社会の構造

との関連の中で現代地域政策の特質を析出し、そ

の地域的展開を論じていくにあたっての論点を提

示することになる。 

 そこで本稿では第1章において、近代国家形成以

後の地域政策の変遷とその特質を明らかにする。

近代国家の成立以後において、3回の大規模な合併

政策が遂行される一方で、それらと関連しながら

自治体内部における大区・小区制や市制・町村制、
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町内会・部落会・自治会やコミュニティ政策、地

域自治区など、統治と自治に関する諸方策やその

実態をめぐって膨大な研究成果が蓄積されてきた。

そこでは支配層による統治のあり方やそこでの地

域住民諸階層の連接／分節の過程が常に問題にさ

れてきた。このようにこれまでの地域社会研究に

おいては、国家による公共政策との関連で、合併

政策や町内会・自治会、コミュニティ政策といっ

た自治体内部の地域政策に着目されてきたが、一

方で自治体間の共同や広域行政といった側面につ

いての研究は少ない。しかしこうした視点は現代

地方分権改革によって自治体規模が多様化する中

で、「下から」の地域社会形成に向けた重層的な補

完関係の構築を展望していく意味において必要不

可欠なものである。そこで重層的な地域社会研究

の再編を動態的に把握するという本稿の関心に

則ってここで新たに着目したいのは、近代以降の

地域政策が、広域化と狭域化という相反するベク

トルが絡み合いながら相互補完的・螺旋的に展開

されていったということである。 

このような近代以降の地方（自治）制度、地域

政策の展開を振り返ったうえで次の第2章では、＜

開発主義＞段階から新自由主義段階への移行要因

と構造的特質に着目しながら、現代地域政策の地

域的展開を論じていく際の論点提示を行う。まず

は改めて戦後の＜開発主義＞の展開と1990年代以

降の変容に着目し、その過程と構造を描出する。

従来から議論されてきた「開発主義」をめぐる諸

論点を検討する中からその日本的特質を析出する

ことと同時に、ここに地域社会研究の得意分野で

ある地方政治・地方自治体や町内会・自治会の動

向を射程に収めることによって、より地域社会の

内奥に深く構造化された枠組みとして理解したい。

加えて、ここでは日本国憲法のもと国民主権の国

家体制であるにも関わらず、中央集権的な統治の

実態が形成されてきたことの意味を解明すると同

時に、そうした＜開発主義＞の解体をもって、現

代地方分権改革が、明治維新・戦後改革に次ぐ第3

の改革と言われることの構造的要因を析出するこ

とになる。このことは、中央集権の解体という意

味では明治維新以来の、＜開発主義＞の解体とい

う意味では戦後体制からの改革であるという視点

から、現代地方分権改革の歴史的位置を確認する

作業となる。次に現代地域政策が、資本蓄積に適

合的な統治機構の再編を目指すことによる一貫し

た＜都市化＞政策であることの内実を明らかにし

たうえで、最後にそこでの問題点を克服する現代

的地方自治の確立に向けた諸主体の役割や主体形

成に関わる論点について考察することになる。 

 

 

1．地域政策の歴史的展開 

1.1 統治機構・社会システムの歴史的変遷と地

域政策・地方制度 

 近代以降の歴史的展開を振り返れば、大規模な

統治構造・社会システムの変革は次の3期に分ける

ことができる。①欧米列強の圧力を受けながら雄

藩の中下級武士が中心となって明治維新が実行さ

れ、天皇を頂点とした大日本帝国憲法体制が確立

する、②第二次世界大戦の終戦、GHQによる戦後

の占領期、戦後改革を経て国民主権による日本国

憲法に規定された戦後体制のもと高度経済成長が

実現する、③経済のグローバル化などに伴い、国

内政治体制もポスト戦後体制への移行が余儀なく

され、財界主導による新自由主義的改革が進展す

る。新自由主義的改革の一環として推進される現

代の地方分権改革が、明治維新・戦後改革に次ぐ

第3の改革と言われるのもかかる歴史的把握によ

るものである。いずれもその時々の「外圧」が不

可欠の要因となって改革が実行されてきたわけで

あるが、しかしそれは単に「上から」浸透してい

くものではなく、統合・動員に向けた諸方策が展

開されると同時に、地域自治を進展させる諸条件

が逆説的に用意され、また実際にそれを踏み台に

して自治や民主主義が漸進的に進展していったと

ころに統治構造・社会システムをめぐる日本的特

質がある。そこで以下では、まず上記のような統

治機構・社会システムの展開過程を叙述していく

ことから始めていきたい。 

 

1） 近代国家形成過程における地方自治制度の

確立 

 近代以降の統治構造・社会システムの歴史的展

開についてそのポイントを概略的に確認すると、

まずは欧米列強の圧力を受け幕藩体制が動揺する

中、雄藩の中下級武士が中心となって明治維新を

実現させる。維新後の版籍奉還、のちの廃藩置県

によって政府が任命する府知事や県令が地方行政
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にあたるようになり、さらに大区・小区制の導入

によって、天皇を中心とする「国家」という概念

の登場のもとに、中央集権的な統治体制の末端ま

での支配・連結による政治的統一がここに完成す

る。次に郡区町村編成法・府県会規則・地方税規

則からなるいわゆる地方新三法の制定、画一的な

大区・小区制を廃止して市制・町村制を導入、こ

こで「明治の大合併」が遂行される。次いで府県

制郡制を敷くことによって近代的地方自治制度が

整備されるが、これは同時に国政委任事務を創設

し、知事の官選や市長の任命権を内務大臣が持つ

など、中央集権的な制度の整備にほかならなかっ

た。他方、地域においては、「地主による地方自治」

と言われるように、地主名望家や有資産者、都市

における商工業者といった一部の特権階級が市町

村議員への選挙権が付与され、末端において行政

村を掌握すると同時に国家官僚機構へと連接する、

国－府県－郡－市町村という重層構造を貫く官治

的支配体制＝中央集権体制が確立するに至る。 

かかる統治機構の編成をより大きく日本資本主

義の展開から見ると西南戦争をもって内戦状態は

終結、よって国内統治体制が確立し、日本資本主

義は本格的な殖産興業・富国強兵の段階に入る。

国家主導で繊維産業と鉱山を基幹産業とした急速

な産業化・資本主義化を推し進めながら、その結

果、後発資本主義として規定された世界システム

のうえにおいて、日清戦争からアジア太平洋戦争

に至る諸外国との戦争に突入していく。近代史に

おいてターニングポイントとなる自由民権運動や

地方改良運動、大正デモクラシーといった帝国主

義下のデモクラシーともいえるいくつかの局面を

経ながら、自然村の行政村への再編を契機とした

民衆の国家的統合が強力に推し進められていく4。

この段階の地方制度をごく簡単に概略すれば、国

家が町内会や部落会をどのように掌握するのかと

いう点においていくつかの局面を経ながらも（例

えば村上 2003）、国家体制を強化し、それを下支

えする方策が模索されてきたといってよい。 

昭和初期に入り、日本資本主義は総力戦体制へ

と向かっていく。大政翼賛会が結成された1940年

には町内会・部落会が画一的な規模に再編された

うえ、1943年には法令によって戦時行政を末端で

担う地方行政組織として位置づけられることにな

る（大石 2007：208‐209）。かかる戦時「行政村」

は、戦時体制を末端で下支えする役割を担わされ

ることになる。 

 

2）戦後の＜開発主義＞へ 

戦後、GHQによる占領下で日本国憲法が施行さ

れ、国民主権による民主主義体制が樹立される。

サンフランシスコ講和条約や日米安全保障条約の

締結を契機として、日本的文脈による「保守本流」

と言われるような、日米安保にもとづく軽武装、

経済政策優先の戦後体制の路線が確定する。地方

自治制度に関わる点においては、完全普通選挙に

よる知事・市町村長の公選制や直接請求権の制度

化、1952年の自治庁（1960年に自治省に昇格）と

地方制度調査会の発足、1953年の町村合併促進法

の成立・施行によるいわゆる「昭和の大合併」の

敢行、地方における独立税体系の整備と地方財政

平衡交付金制度の創設や地方財政再建促進特別措

置法の施行などによる地方財政への措置が取られ

る。こうして戦後地方自治制度は、「資本蓄積と民

衆統合のためのナショナル・ミニマムを全国的に

確保する中央集権的『地方自治』（『中央指向型』

地方ボス支配体制）として確立するにいた」り（大

石 2007：217）、高度経済成長を地方から下支えし

ていくことになる。 

ところで、ここで天皇主権から国民主権へと戦

時体制下から戦後体制への政治的な大転換が実行

されたにも関わらず、戦前段階から受け継がれて

いく政治・経済・社会諸領域の内実がある点にも

着目したい。戦前からの官僚派政治家が、戦後の

「保守本流」政治を担っていったことや、明治以降

一貫して日本は官僚国家であった点、また戦後開

発主義の骨格であった地域開発政策も戦時地域開

発が土台となり、戦後地域開発に継承されている

ことなどからも明らかなように（宮本 2005：91

‐92；吉野 2006）、終戦と日本国憲法施行による

体制的な断絶を経ながらも、中央集権的な統治機

構・社会システムを継承して戦後復興と高度成長

を実現させていったことになる。それでは国民主

権と民主主義国家へと移行したにも関わらず、ど

うやって中央集権的な国家体制を継承することが

できたのか。このことの統合と抵抗のダイナミズ

ムについて、本稿では以下に＜開発主義＞の構造

的特質を通じて明らかにする。 

また社会の構造的側面や政策との連関で地域住
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民の主体形成を歴史的に把握する本研究の関心か

ら見ると、大石嘉一郎の次の論考が大きな示唆を

与えてくれる。大石嘉一郎は、長野県埴科郡五加

村を事例としながら、戦時体制下において総力戦

遂行のために肥大化した戦時「行政村」が、女性

を含む村内全階層を強権的に統合・動員すること

によって形成され、それは戦後「行政村」に継承

されることによって肥大化した「行政村」の機構・

機能と村内下層民の政治・行政主体としての形成

という不可逆的な変化を歴史に残すことになった

ことを指摘する（大石 2007：210‐211）5。大石

は遺作となった上記引用文献の最後に、中央集権

的「地方自治」が確立したもとにおいても、「戦前

から脈々と流れてきた地域住民による地方自治の

確立を求める底流は、決して消え去ることなく、

起伏をもちながら流れ続けていく」（大石 2007：

217）ことを述べるが、その時々の政治体制を没歴

史的に批判するのではなく、その意義を歴史的な

奥行きを持って理解するという点で学ぶべき点が

多い。 

「明治の大合併」では国民の国家的統合を目指し

て義務教育を行うために、小学校を設置できる規

模の市町村を形成することが目的とされることに

よって自然村が行政村へと統合されていったが、

高度経済成長前夜に敢行された「昭和の大合併」

では中学校区が基礎的単位とされた。こうして機

関委任事務の遂行など戦後地方自治の基盤整備が

目指され、各種規制や補助金、出向人事などによっ

て、中央政府と地方自治体の関係が規定されると

同時に、地方行政の主要課題はその後に本格化す

る地域開発政策へと水路づけられていく。全国総

合開発計画は5次に渡って作成され、その時々の政

策課題が明示されてきたが、全体を貫く基本目標

は「国土の均衡ある発展」であった（小田 2009）。

この段階において、自民党政権の継続を前提とし

た政官財のトライアングルによって、中央集権的

地域開発／地方自治の内実が形成されることとな

る。肥大化した戦時国家体制が戦後の民主主義体

制のもとで統一的な統治体制にもとづく公共政策

を展開する基礎的条件となり、その公共政策は全

国土全国民を規定する。「国土全体がひとつのシス

テムとなっている都市型社会」（中川 1996b：191）
の招来である。 

他方で、急激な重化学工業化を進めた地域開発

政策のもとでは、生活基盤整備の過不足による公

害や都市問題が顕在化し、それに対する住民運動

が多発すると同時に、革新自治体が多数誕生する

時代を迎える。こうして生産基盤整備の生活基盤

性からの優越といった地域開発政策の性格が顕著

になり、改めて地域社会が階級的対立の場として

の性格を帯同していくようになると同時に、都市

化の進展とともに新中間層の多様化するニーズへ

の対応が複合的に行われることになる（河原 

1995）。都市部を中心に多くの革新自治体が誕生し、

1970年代半ばの革新自治体の興隆期には革新自治

体の住民が国民の4割近くを占めるようになった

うえで、革新自治体による福祉・環境分野を中心

とした上乗せ・横だし政策の展開が中央政府をも

突き動かしていく。かかる動向は松下圭一による

「シビル・ミニマムの量充足段階から質整備段階」

（松下 1996：28）への移行という地方政治をめぐ

る分析にも通底するものがある。こうして産業構

造が第1次産業から第2次、3次産業へと高度化して

いき、国民多数が勤労働者層へと転換していくこ

とは、体制転換への危険性を孕むものと認識され

るようになるが、しかし以上のような革新自治体

の興隆にも関わらず国政での政権交代の気運へと

昇華することはなく、むしろ環境や福祉、都市政

策の分野で自民党政権が革新自治体の政策を取り

込み、政策転換を図っていくことになる。 

1970年代からの地域開発、とりわけ「総合農政」

の一環としての「農村工業化」や工業の地方分散

が、農業の構造改善を図る一方で、安い土地と労

働力を確保するという財界の要請にも応じたもの

であった点が明らかにされているが（井上 2003：

146）、さらに付言するとこのような地域開発政策

は大量の離農者の雇用を地域で確保することに

よって、体制内に封じ込める狙いもあった。さら

に体制維持のためには、運動の舞台であった「地

域」そのものへの関心が向けられるようになり、

後述するコミュニティ政策や日本型福祉論が提唱

されるようになるなど、国家政策の負の部分を補

いながら、体制への統合を促していくことがこの

段階の地域政策のもう一方の特質でもあった。 

とりわけ1970年代に入ってからは、地球規模で

の環境問題や南北問題が顕在化してきたこともあ

り、国内におけるまちづくり運動やボランティア

活動の興隆と合わせて、オルタナティブな社会発
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展の方途を示すために内発的発展論が提唱される

ようになるなど（宮本 1989；鶴見・川田編 1989

など）、地域開発政策がもたらした歪みに対する再

帰的な取り組みが地域の側から行われるようにな

る。 

 

3）新自由主義段階 

 1990年代に入り、戦後日本を規定してきた冷

戦・高度経済成長・55年体制が揃って終焉、本格

的なグローバリゼーションの時代を迎える。地域

社会学会において「縮小社会」論として主題化さ

れたように（地域社会学会編 2008、2009）、経済

領域がグローバルに拡大する反面、ナショナルレ

ベルでの経済成長や人口、財源が頭打ちになり、

住民生活の空間的領域も縮小していくという社会

構造の変動期を迎える。これまでのように経済成

長の果実を政治力学のもとで配分することが困難

になり、限られた資源を効率的に配分するために

社会システムの改革が必然となる。この段階にお

いて国政レベルでは、自民党長期政権下の中央集

権的な意思決定は桎梏となり、政権交代可能な2

大政党化が要請されるようになると同時に（後藤 

2001；玉野 2006；渡辺 2013）6、民営化と分権化

に向けた改革が断行されるようになる。この段階

でより一層グローバル化した資本にとっては、旧

来からの政治的な意思決定回路を経ることなく都

市的機構と直接結びつき迅速な意思決定と資本の

効率的集中投下を実現することが資本蓄積に適合

的な状態と見られるようになる7。 

 こうして小規模自治体対策であった過去2度の

市町村合併政策が、都市化政策としての帰結を迎

えつつある（山田 2003）。もっとも、市町村合併

が進展した地域とそうでない地域があるため、自

治体間の規模の相違は極めて大きいものとなった

が、後述する「定住自立圏構想」などによって、

その隙間を埋める方策が企図されるほか、財界に

とって長年の主張であった道州制が現実味を持っ

て議論されるようになっている。こうした道州制

構想によれば、国家は外交や安全保障に専念し、

主に道州が産業政策を、基礎自治体が福祉・社会

保障を担うという「役割分担論」にもとづくとい

う意味において、中央集権の解体へと行き着くこ

とになる。 

かかる都市的機構を作り上げていくために着手

されたのが一連の地方分権改革である。1999年に

成立した地方分権一括法によって、機関委任事務

制度の全面廃止に象徴される諸改革が実現し（西

尾 2007）、さらに新しく発足した地方分権改革推

進委員会による勧告を経て、現代地方分権改革は

政権交代後の民主党政権下での「地域主権」改革

へと、そして再び自公政権下の「地方分権改革」

へと引き継がれていく8。これら分権改革の展開に

ついては第2章で改めて論じることになるが、かか

る社会的背景をもった現代地方分権改革を通じて

明治以来の中央集権体制の解体が目指される段階

へと至る。 

ここまで見てきた統治機構・社会システムの歴

史的変容を総括すれば、大規模な変革期において

は、一般国民大衆がほとんど関与できなかったこ

と（中川 2010）、その意味で日本の近代化は「上

から」の経済的近代化が先行して実現し、政治的

近代化や社会的－文化的近代化が立ち遅れてきた

と特質づけることができる（富永 1990）。さらに

福祉国家的基盤も脆弱であり政治的な対抗力の蓄

積もないままに新自由主義の襲撃を受けることに

なった（渡辺 2007）。個人を対象とした福祉国家

的政策とは異なり、利益が集合化共同化されてき

たこれまでの統合様式の解体が進むことによって、

そこから零れ落ちていく存在が切り捨てられ、本

格的な格差社会の到来を迎えている。 

このような財界が主導する新自由主義的改革の

負の側面は決して看過できる問題ではないが、し

かしその一方で、中央集権的な体制の構造的な諸

問題が顕在化し、旧来型の統合様式の解体が地域

の現場から湧き上がってきたこともまた事実であ

る。例えば「有利な起債」と称される交付税措置

が担保された地方債の発行に端的に示されるよう

な地方行政の構造的問題が国家財政の危機的状況

の一因となっている。こうした点に加えて、現代

地域政策の特質を析出する意味で重要なのは、田

中重好が「地域による地域政策」の必要性を論じ

たように（田中 2006）、各々の地域の現状に適し

た施策をきめ細やかに展開するためには、全国に

画一的に張り巡らされた規制の緩和や基礎自治体

を中心に身近な行政主体による意思決定を可能と

する地方分権が欠かせない。 

こうした必然性を持って進展した政権交代可能

な2大政党制によって、歴史上初めて国民自身に
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よって実質的に政権政党を選択することが可能と

なったと言ってよく、広範な国民が政治主体とし

ての新しい役割を担うようになったという点で、

民主主義の進展という意味から一定の評価をして

もよいだろう。これまで中央政府とのパイプを重

視し、補助金行政として特質づけられてきた地方

行政においても、数々の「改革派」知事の誕生や

公共事業の実施や負担金に関して中央政府への異

議申し立てをするようになったり、地方6団体を通

じて政策過程へ参画するようになったりするなど、

国家的な統治の構造において政策主体としての地

方自治体の役割も変容してくるようになる。 

既にかかる移行期にあたる1980年代以降、ボラ

ンティア活動が急速に広まるようになっていたが

（西山 2005）、古典的な労働運動から区別されると

いう意味での「新しい社会運動」に見られるよう

な社会運動の質的変容のもとNPO団体が叢生す

る。政策提言型のNPOも現れ、より分権化された

地方自治体の政策過程に不可欠の担い手となって

いる（牛山 2006）。加えて現代地方分権改革が全

国土を都市的に再構築する試みであることに抗し

て、「縮小社会」化が先鋭的に表出してきた中山間

地域を農林業生産空間から多面的機能を有する空

間へ、さらにその公益的機能を強調することに

よって、都市住民を含めた多様な主体がその維

持・保全に関与するような取り組みが見られるよ

うになる（吉野 2009）。 

この段階における地域政策は、「新しい公共空間」

の推進に見られるように、市民・住民の自発的動

員を組み込みながら、国家による公共領域からの

選択的撤退による隙間を埋めようとするものとし

て特質づけられる（町村 2004b、2007）。現代地方

分権改革によって、都道府県から市町村への権限

移譲を中心とした重層的な行政機構の垂直的な分

権が進められるが、次の段階としての地域内分権

によって、市町村内部で多様な主体のガバナンス

による地域政策が展開されるようになる。「政治」

が地域社会の内奥へと深化していく、地域政策の

主体の交代と言われる所以である。中央集権的な

政策過程、社会統合の弛緩を通じて多様な主体、

地域が縦横につながり、歴史的構造的に、「下から」

の地域社会形成への方途が拓かれるようになるの

である。 

他方でここまで見てきたように、地方分権改革

は両義的である。そこで政策主体が多様化し、政

策の企画・立案から実施に至る一連の過程に市

民・住民が深く関与していくようになることにつ

いて、「安価な政府」を展開するために市民・住民

へ責任や負担を転嫁するものであるという指摘が

根強く存在する。そこでこのような諸問題を克服

する道筋を描くためには、現代地域政策における

市民・住民の役割を規範論的に捉えるのではなく、

現代地方分権下における地域政策の変容とそのも

とでの地域社会の再編や諸主体の役割と関係性を

動態的に把握し、新たな主体像が展望される背景

と要因を具体的に明らかにしていく必要がある。 

 

1.2 地域政策の展開と地域社会研究－研究史

の整理から－ 

1）町内会・自治会の展開 

 上に論じた統治機構と社会システムの日本的特

質のもとで、地域社会はどのように再編され、地

域自治の内実が形成されていったのか。次に地域

社会研究が蓄積してきた先行研究を紐解きながら

かかる課題を論じていきたい。 

 周知の通り、近代国家成立以後、大規模な統治

機構と社会システムの改編期にはそれぞれ、今次

合併を含めて3度の大合併が遂行されてきたわけ

であるが、広域化・大規模化した市町村内部にお

いて蓄積されてきた地域社会の歴史的基層との接

合の中で、住民（団体）の体制への統治策が模索

され、展開されていった9。市制・町村制の施行に

よって敢行された「明治の大合併」によって「自

然村」は「行政村」へと再編され（鈴木 1940）、

町内会や部落会は近世都市の「町」や農村のムラ

を原型とする（鯵坂 2006）。自然村を行政村に統

合する際には、それまでの慣行にならって部落共

有林の管理を財産区として認めるなどの懐柔策が

取られている（大石 2007；和田 2007）。明治維新

政府による戸籍法の制定、戸籍事務を処理する体

制として全国各地に隈なく国の地方末端行政区画

である区を設置、やがて区は戸籍事務という特定

目的のための地方末端行政区画から一般目的のた

めの地方末端行政区画に徐々に変貌していったこ

とが、「国の地方行政と伝統的な町村の地方自治と

が融合し始めた、そもそもの原点」とされる（西

尾 2007：16‐17）。かかる契機は大石嘉一郎が指

摘しているように、村落共同体を社会的基盤とし
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ながらその上部に中央集権国家を樹立したことに

よって、村落指導者・豪農層が連結と対抗の二面

的展開において地方政治の中心的存在となる（大

石 2007：17‐50）。 

都市における町内会は、大正から昭和にかけて

進んだ都市化に伴って成立し、地主名望家が分解

した後に、労働者層から転化していった新興の都

市自営業者がその担い手となり、後発資本主義に

規定されながら、地主名望家と同様、天皇制国家

のイデオロギーを受け入れ、行政官僚機構の末端

へと連なっていく（玉野 2002：83‐85）。 

以上のような歴史的経過のもとに戦後の日本社

会が再出発する。歴史研究や社会科学においては

社会諸領域の「連続説」や「分断説」が問題とな

るが、社会を構成する諸領域を総体として把握す

る社会学研究の立場から言えば（鯵坂 2006；中川 

2010；富永 1990を参照）、戦後体制への政治的な

大転換に反して、社会領域において特に町内会・

部落会がその内実において連続していたことは、

これまでの町内会・自治会研究、あるいは地方自

治史研究から見ても明らかである10。このような底

流を持ちながら町内会・自治会研究が展開されて

いくが、周知の通り戦後段階の出発点となったの

が、著名な都市社会学者たちによる『都市問題』

（1953年）の論争であったことはその象徴である。

やがて後発資本主義としての日本資本主義が戦前

段階から維持してきた国内の二重構造を再編成し

た高度経済成長期において、地主層から都市自営

業者へと町内会・自治会の担い手が変容していき

ながら、「再保守化」の流れを作り出す（玉野 2002）。

他方でまちづくり運動における町内会・自治会の

役割が明らかになるにつれ、かつてその残存性が

批判された町内会・自治会が次第に地域における

民主主義の基盤となりうるものとしてその性格を

変容させていくことになり、地域社会の民主的基

盤となりうるものとして、再評価されるようにな

る（岩崎 1989；中川 1996a；中田 1993、2007な

ど）。 

統治機構の中央集権化による末端把握のために

伝統的な「隣保団結の旧慣」を基礎とした村落共

同体を活用するという矛盾は市町村合併政策に一

貫した特質である。都市自治体における政策展開

と住民団体との関連については、地域政策の階級

的性格に起因する集積不利益の外部化や生活関連

資本の過不足によって必然化する地域における諸

問題への対策として住民団体を活用するという展

開が見られる（河原 1995）。このように地域にお

ける支配層が統治機構へと連接していき、国民国

家という統一的なシステムに組み込まれることは

同時に、ひとたび開かれた意思決定の回路を通じ

て不可逆的な政治主体の形成へとつながる。町内

会・自治会の民主的再編はかかる契機を持って理

解するべきであろう。 

 

2） 新たに展開される狭域的な地域政策と住民

団体 

 上記に論じてきたように、戦後の社会科学にお

いて町内会・自治会は重要な研究対象であり続け

たわけであるが、高度経済成長からの事態に対応

して、新しい地域政策が展開されるようになる。

「明治の大合併」期に行政事務の補助執行を行うた

めの「行政区」の設置が認められ、また「平成の

大合併」のもとでは、地域自治組織が法制化され

たが、「昭和の大合併」期には同様の緩和措置は実

施されなかった（中田 2007：144‐145）。しかし

『コミュニティ－生活の場における人間性の回復』

（1969年）が二全総とほぼ同時期に提示されたよう

に、1960年代末から1970年代の後期高度成長期に

おいてコミュニティ政策が展開されるようになる。

これは開発の基礎的単位としてのコミュニティと、

地域問題の解決としてのコミュニティという2つ

の側面の相補性を有していた（山崎 2003：48）。

その背景としては、公害反対などの生活防衛のた

めの住民運動の高揚や革新自治体の誕生によって、

運動の舞台である地域そのものへの対応が中央政

府にとっての緊急の課題となったこと、高度成長

の終焉と経済不況が財政危機を生み出す中で、「福

祉見直し」論が登場し、住民の主体的な福祉コミュ

ニティ活動が期待されたことがある（中西 2000：

176）。 

 かかるコミュニティ政策をめぐっては、行政の

補完的機能の域を出るものではなかったという評

価や、住民主体のまちづくりの契機として積極的

に捉えようとする見解などその評価は分かれてい

る（山崎 2003：84）。また吉原直樹（1997）は、

町内会・自治会とボランタリーアクション・テー

マコミュニティとの交差のあり方を行政やコミュ

ニティ政策を媒介として論じている。 
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 この1960－70年代前半の住民運動を経た70年代

後半からの時期には、脱産業社会への変化を踏ま

えて、生活の質や豊かさを求める運動が表出する

ようになり、関連する諸団体が組織化されていく

ことになる（似田貝 1991；牛山 2006）。このよう

にして地縁組織としての町内会・自治会に加えて、

住民運動、NPOとの交錯のあり方が地域社会研究

の論点となってきた。さらに現代地方分権改革の

もとではこれら地域諸集団の結晶体とも言える地

域自治組織が制度化されることになり、行政との

「協働」の内実が問われることになる。 

 そこで玉野和志（2006）は、過去の地方制度改

革や市町村合併の経緯を振り返る中から、「明治の

大合併」期の行政区や戦時体制下の部落会・町内

会、戦後のコミュニティ政策の展開が行政の補完

的役割の域を出るものでなかったことを述べる。

「平成の大合併」政策下においても村上順は、合併

特例法にもとづく「地域審議会」は、「住民自治を

防災・地域福祉・ゴミ処理にあたる『住民が帰属

意識を有するコミュニティなどの地域社会』（町内

会・自治会）に限定する」（村上 2003：304）もの

であると指摘する。 

 

3）開発政策と連動した広域行政圏制定 

次に市町村の枠を超えた事務事業の共同化や広

域行政について見てみよう。 

明治期、市制町村制と同時に「明治の大合併」

を補うものとして一部事務組合が制度化、「昭和の

大合併」後も一部事務組合制度が継承・発展、1974

年には複合事務組合が制定されている。また1969

年制定の「広域市町村圏」から1989年制定の「ふ

るさと市町村圏」に至るまでの広域行政圏形成の

取り組みが、広域連合整備の基礎的条件となって

いく（和田 2007）。これを戦後の地域開発政策と

の関連でみると、高度成長前夜の「昭和の大合併」

以降、二全総を背景とした「広域市町村圏」、三全

総の「新広域市町村圏」、四全総の「ふるさと市町

村圏」へと連動している。それは、市町村合併の

地ならし的役割を果たすとともに、市町村合併の

代替的役割を期待される側面をも併せ持ち、相克

しながらも、「平成の大合併」政策に向けて、その

隙間を補い、徐々にその外堀を埋めるかのような

位置取りにあったといえよう。複数の自治体に

よって事務事業を共同化することは、それ自体市

町村合併の代替案となるものである。しかし市町

村合併によってもなお不十分な事務事業の共同化

や広域行政が、ともすれば更なる自治体合併の思

惑を見え隠れさせながら展開されてきた。市町村

合併と自治体の事務事業の共同化や広域行政とい

う、一見相反する施策が同時並行的に現れ、その

往復運動によって両者が互いを補うように起伏を

持ちながら、市町村合併が進展していったのであ

る（山田 2003：39‐41）。 

 1970年代初頭には、全国で365圏の広域市町村圏

が制定されている。和田蔵次（2007）が指摘して

いるように、この365という数字は、後に導入され

た小選挙区の300区にも近く、また道州制構想の際

に提起されてきた300市構想などと連動する可能

性がある。つまり、ここで見たような広域行政の

経験が、次の統治機構の編成へと進むための前提

となる地層として折り重なっていく。しかし既に

指摘したように、この自治体間の事務事業の共同

化や広域行政の取り組みが、地域社会形成に与え

る影響について、これまでの地域社会研究ではあ

まり触れられてこなかった。 

 

1.3 小括 

ここまで見てきたように、「明治の大合併」では

広域化した統治機構を補完する関係性において市

町村内部の組織化が行われてきたこと、そして「昭

和の大合併」においてもこうした二重構造が再編

維持、後の高度成長政策のもとでのコミュニティ

政策、「平成の大合併」のもとでの地域自治組織と

いう形で、行政の広域化とともにそれを補完する

意味での狭域的で自発的な地域社会形成の方策が

取られてきた。そこでこれまでの地域社会研究に

おいては、両者のベクトルを持った政策が重層的

螺旋的に展開されながら、新たに措定された主体

がその国家主導的性格を批判されながらも、他方

でその内実と既存の主体との交錯のあり方が主題

化され、そしてその機能が新たな社会の担い手と

して体現されることが期待され、その歴史的社会

的諸条件が論じられてきた。他方で、その時々の

統治機構にとって開発政策と連動する形で広域行

政圏が制定され、また市町村合併が推進されてき

たように、行政の広域化に対する補完的な狭域化

政策が、地域住民の自発的動員を巧みに織り込む

ことによって、地域政策の歴史的展開は重層的な
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螺旋構造を形作ってきたと特質づけることができ

る。 

そのうえでここまで論じてきたように、地方自

治体や町内会・自治会などによって重層的に形成

された地域団体や地域政策の展開においては、「統

治」と「自治」の両義性を有しており、ゆえに社

会科学においてはその両義性の理解の仕方が問題

になり、その評価も分かれてきた。かかる文脈に

おいて社会学研究はその役割の歴史的変容を発展

的に捉えてきたし、その蓄積のうえに新たに生起

した諸主体や諸政策との交錯が問われてきた。そ

してこのように螺旋的に重層化されてきた地域政

策の歴史的展開の中で、市町村合併をはじめとし

た地方自治制度や地域開発政策によって地域社会

の内実が規定されることになるが、その時々の地

域政策とその担い手の特質に応じながら、このよ

うな特質を持った地域政策の枠内であったとして

も、住民自治を内実化させる方策へと転換させて

いったこと、換言すれば「統治」の側面を「自治」

に転化させていく過程と構造的要因をこれまでの

社会学研究は明らかにしてきたといえるだろう。 

1990年代以降に本格的に展開された現代地域政

策の展開を論じていくにあたっても、基本的にこ

こまで述べてきたような視点と方法を踏襲してい

くものであるが、そのうえで現代地域政策の特質

を踏まえて以下に主題化されるのは、現代地方分

権改革下において新たに制度化された行政機構の

再編成と、包括的交付金や森林環境税のような制

度的な変容も含めた、外部アクターとしての支援

者、交流者との紐帯関係を含みこんだ、外延的重

層的な地域社会形成に着目することである。そこ

で続く第2章では、現代地域政策の特質について論

じていくことになるが、その際には、政治経済の

構造的側面との連関で対象をより立体的に把握し

ていくために、今一度、＜開発主義＞段階に立ち

戻ってその政治的特質を明らかにしたうえで、次

に新自由主義段階の政治的特質とそうした構造的

側面に規定された現代地域政策の特質と問題点、

それらを踏まえた地域社会研究の論点について、

順次論じていくことにしたい。 

（以下、（下）に続く） 

 

 

 

注 

 
1 本稿は著者の博士論文（2011）所収の未発表論

文をベースとして、その後の社会的動向や研究

成果を踏まえて加筆・修正を行ったものである。 
2 戦後日本の「開発主義」については一定の研究

蓄積がある。詳しくは本論の中で順次示してい

くが、戦後の日本社会を特質づける「開発主義」、

あるいは「工業化社会」、「中央集権的企業国家」、

「大衆社会統合」などと言われた段階と、これ

らが終焉した以後の本格的なグローバリゼー

ションの時代における日本社会の統合原理・様

式の転轍については、多くの論者とイメージを

共有している（これらの論点に関わる参考文献

として、藤井 2004；後藤 2001、2002、2006；

町村 2004a、2006；宮本 2005；小熊 2012a、
2012b；渡辺 2004a、2004b、2007、2013 など。

ワールドワイドでの新自由主義の展開について

はHarvey 2005）。筆者もこれらの研究成果に多

くを依拠するところであるが、旧来からの「開

発」や「工業化」、「中央集権」、「社会統合」が

形を変えながら継続していることを考慮すると、

歴史的段階として区分するネーミングとしては

微妙である。これらの内実はさらに詳細に論じ

ていく必要があり、実際に筆者もこれまでテー

マとして地方分権改革や、実際の事例研究を通

じてかかる課題に応えているところであるが、

差し当たり本稿では前者の段階を＜開発主義＞

と表記し、その特質を前後の社会構造、統治機

構の特質と関連づけながら論じていくこととす

る。 
3 ここで予め確認しておきたいのは、本稿は地域

社会の時間的・空間的形成に着目するという筆

者の問題関心のもと、空間的レイヤーとして日

本社会、時間的スケールとして近代から現代地

域政策の段階までを対象化し、社会の構造、統

治機構の特質と変容枠組みを理解するための作

業の一環としてまとめられたものである。空間

的レイヤーを下ろした研究成果はこれまで様々

な事例研究として積み重ねているし、さらに分

析のレイヤーを多層化させ、＜トランスナショ

ナル・グローバル－国家－ローカル＞レベルに

いたるガバナンスのリスケーリングについての

論文を新たに構想している。加えて今後の研究
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では時間的な分析精度をさらに高めことも含め

て、より立体的で緻密な理論構築を志向してい

くことになる。 
4 もっとも現実はそう単純ではなく、町村制施行

後の行政村においては、「隣保団結ノ旧慣」を残

す部落間の自立性が強く存続し、部落間の争い

も絶えなかった（大石 2007：135‐136を参照）。 
5 五加村を政治・行財政・経済の諸側面から総合

的に明らかにした研究成果は大石ほか編（1991）

にまとめられている。 
6 第 2 章で改めて確認するように現実の政治情勢

は流動的であり、ここで深入りはしない。ポイ

ントは、自民党が政権与党であり続けることの

大前提が揺らぎ、自民党以外に政権の受け皿と

なりえる保守政党が存在するようになったとい

うことである。 
7 仁平（2008）は、「資本」が動きまわる舞台とし

ての＜国家／グローバル＞と「地域」概念を再

審した興味深い論考である。 
8 白藤（2013）は「新しい時代の地方自治像の探

究」という視点から分権改革の20年を法制度論

的な通史として描出している。なお筆者はこの

文献から得られた知見を批判的・発展的に吸収

し、実証研究と実践的課題のレベルへと落とし

込むことを試みている（宮下 2013）。 
9 これまでの合併政策の特質を構造的・包括的に

整理したものとして山田（2003）。 
10 町内会研究の変遷や都市政策の展開過程におけ

る行政と町内会の関係をめぐっては河原（1995）。 
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